大阪商工会議所（平成２７年９月）
 (
事前に
押さえる
べきポイントを解説
します
！
「
米国進出にあたっての重要ポイント
」
)



 (
米国
に事業拠点を設けてい
る日系企業は1,325社（2014年現在）で、直接投資額は437億ドル（2013年現在）、在留邦人は41万人にのぼり
ます。
近年、世界首位の15兆ドルを超える市場規模を持つ
米国
への
日本企業の新規進出
、
事業展開は拡大傾向にあり
ます。
本セミナーでは、
米国に進出する
日系企業が事前に押さえておくべき会社設立手続き、米国の慣習や労働法、現地の雇用、税制などについて
、
現地ビジネスに精通した講師より
、
解説
いたします
。米国への進出や今後、米国
とのビジネスをご検討の企業の皆様は、
ぜひご参加ください。
)





日　 程：平成２７年 １０月１４日（水）　午後１時３０分～同５時　(受付開始1時)
場　　所：大阪商工会議所　５階　５０２号会議室　（大阪市中央区本町橋２番８号）
参加費： 無　料（会員・非会員とも）※当日は受付でお名刺を頂戴いたします。
　定　 員：８０名（先着順）※事前のお申込みが必要です。※会議主催者の事情によりご参加をお断りすることがあります。
 (
内容・プログラム　　
午後１
時
３０
分～同５時
【第１部】
13:30
～
14:30
　
　
米国における会社設立・登記に関するポイント
講師：
Barnes & Thornburg LLC 
弁護士　小島清顕　氏
『訴訟大国アメリカ』では、各種クレームからの『盾』となる法人の登録とその活用は米国進出、また米国での事業展開におき必要不可欠と思われます。今回は、法人登録の基本から事業拠点選択や実務遂行等、進出の上での必須検討要素と検討上のお薦めを簡潔に解説致します。
【第２部】
14:30
～
15:45
　
米国の人事トレンド：
管理職が知っておきたい
 
労働法・労働慣行・訴訟リスクへの対処
講師：
HRM Partners Inc. / Vice President 
　
上田　宗朗　氏
日本より遥かに先鋭的な法律や人事慣例が今尚多く生
み出されている米国において管理職者における
知識と経験の不足は予期せぬ結果を招くことにも成りかねません。今セミナーではとりわけ注意するべき雇用法を絡めながら人事管理に必須の基礎知識および実践法を解説致します。
　
【第３部】
15:5
5
～
17:00
　
　
米国の会計手続きと日本駐在員の給与計算・個人確定申告について
講師：
(
株
)
パソナ　グローバル事業部　担当部長　西本　浩　氏
税法が異なる米国では給与計算も個人確定申告も根本的に日本とは大きな違いがあります。また、手取り保証で給与を支払う場合、さまざまな混乱が発生してきます。一般的な日系企業ではどのように対応しているか具体的にポイントをご説明致します。
)
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お申込み：①下記の申込書に必要事項を記入の上、１０月７日（水）までにFAXでお申込みください。
　　　　　　　②ホームページからもお申込みいただけます。
　　　　　　　　　http://www.osaka.cci.or.jp/event/seminar/201509/D11150716031.html
　　 問合先：大阪商工会議所　 国際部　　 山田・名越　　　TEL：06-6944-6400
ＦＡＸ．０６-６９４４-６２９３　　　　　　　　　　　　　　　　大阪商工会議所 国際部 山田行

10/14　米国進出のポイントセミナー 申込書  

	会 社 名
	
	 会員
 番号
	

	所 在 地
	〒　　－


	Ｔ Ｅ Ｌ
	

	Ｆ Ａ Ｘ
	
  
	従業員数
	名

	ﾌﾘｶﾞﾅ

受講者名
	
	所属･役職
	


	
	
	
	

	ﾌﾘｶﾞﾅ

受講者名
	
	所属･役職
	


	e-mail
アドレス
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